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要旨：構造物の維持管理において，一般に日常・定期点検として行われる目視を主体とし

た外観調査結果による簡易な性能評価の位置づけとその重要性について述べた。また，簡

易性能評価の一手法としてコンディションレーティング（評点法）を取り上げ， RC 橋梁

上部工の塩害劣化事例について，性能評価の観点から改良を加えて試算した評点に基づく

簡易性能評価結果と実構造物の点検結果および鉄筋の腐食減量を考慮した RC 梁供試体の

曲げ破壊試験結果を比較した。その結果，評点法における簡易性能評価パラメータは点検

結果の不確定性に関するパラメータも含めた値で評価できる可能性のあることがわかった。 
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1. はじめに 
長期にわたり供用されているコンクリート構

造物の増加に伴い，今後，その維持補修費の増

大が予想されることから，より安価に合理的な

維持管理を行うための研究･技術開発が急務の

課題として維持管理に関わる各分野において進

められている。本論は日常・定期点検から詳細

点検の要否について有用な判定指標となるよう

な簡易性能評価手法の開発のため， CEB コン

ディションレーティング(評点法)1)を取り上げ，

簡易性能評価手法としての適用性の検討，およ

び改良を試みたものである。 
 
2. 日常･定期点検結果に基づく簡易性能評

価の位置づけとその重要性 
コンクリート構造物の維持管理は，対象とな

る構造物の重要度，第三者影響度，環境条件を

考慮した劣化予測に基づき維持管理計画を策

定し，実施される 2)。維持管理フローの一例を

図-1 に示す。構造物の現状把握は点検によって

行われ，日常･定期点検では目視を主体とした

点検が行われる。これはコンクリート構造物の

特徴である，性能低下による外観変状の発生，

あるいは性能低下を助長するような因子の有

無に着目した最も基本となる点検方法である。

この点検結果に基づく，詳細点検の要否につい

ての評価・判定を行う手法として，日常・定期

点検レベルで得られる定性的なデータを変

状・劣化因子の発生程度でいくつかのグレード

に分類し，半定量的に取り扱うグレーディング

による評価手法の研究開発がなされてきた 3)。

しかし，その精度や不確定性の問題から現状で

は日常・定期点検レベルで得られるデータから

耐荷力などの構造物の性能について十分な検

討・評価ができるものとはなっていない。 
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図-1 維持管理フローの一例 
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また，詳細点検が必要と判定されると，点検

を行うために大がかりな仮設足場を伴うこと

も多く，コストの関係から詳細点検結果の如何

によらず何らかの補修・補強対策が実施され，

無対策となることはほとんどないのが実状で

あると思われる。上述のことから，今後，維持

管理対象となる構造物が増加するにつれ，詳細

点検の要否の判定は，より適切なタイミングで

なされる必要がある。このため，日常・定期点

検データから得られる情報の精度向上は重要

であり，簡易性能評価手法の開発が望まれる。 
 
3. 評点法を用いた簡易性能評価手法 

日常・定期点検結果による簡易性能評価手法

の一例として評点法を取り上げ，基本的な考え

方および計算方法を示す。 
3.1 評点法の概要 

コンディションレーティング(評点法)は既設

コンクリート構造物の劣化の程度の評価および

詳細点検や，対策を行う予備的な順位付けのた

め，劣化の程度の定量化を目的として発展して

きた手法である 1)。評点法の特徴としては，次

の 2 点が挙げられる。 
・ 評点は対象構造物の変状の種類，程度や範

囲などに関して設定した点数のテーブル

に基づく加点合計ではなく，対象構造物の

環境条件において発生しうる最大の劣化

状態に対する調査時点の劣化状態の比率

で表される。 
・ 評点により分類される劣化等級に基づく

耐力低減係数算定式を定義し，部材の安全

率 RF を評価することで簡易性能評価指標

を与える。 
3.2 計算方法 

評点の一般式は式(1)のように定義される。 
iiiiiD KKKKBV 4321 ××××=        (1) 

ここに，VD:変状の種類別の評点で本論で取り上

げた変状項目についてのみ表-1 に示した,Bi :変

状の種類"i"に関する基本値で構造要素への安

全性･耐久性の潜在的な影響度を表す(1～4 の

範囲),本論で取り上げた変状項目についてのみ

表-1 に示した,K1i:部材が構造構成要素全体の

安全性･耐久性に及ぼす影響度を表す因子(構

造構成要素全体で 1 程度になるように各部材に

割り振る),K2i:変状の程度に関する因子 ,0.5～

2.0 の 4 段階で表される（表-1）,K3i:発生範囲に

関する因子,0.5～2.0 の 4 段階で表される（表

-2）,K4i:構造物あるいは第三者に対する安全性

に関して,対策の緊急性を強調する因子,1～5 の

範囲で程度に応じ任意に与えられる。 

構造物の評点 RC は式(2)で定義される。 
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ここに，ΣVD:対象部材や構造要素の変状の種類

別の評点の合計,ΣVD.ref:変状の有無にかかわら

ず,対象部材あるいは構造要素に発生しうる最

大の値(参照値), k:対象となっている構造物の部

材"m"の総数, n:部材"m"において発見された変

状のタイプ"i"の総数, t:部材"m"に発生しうる変

状のタイプの総数 

調査結果から算定された評点 RC に基づき,構

造要素や部材の劣化等級が判定される（表-3）。

また,コンクリートや鋼材に深刻な変状が見ら

れない場合,式(5)により耐力低減係数Φを算定

し,式(6)により部材の安全率 RF を評価する。 
RcR V

R eB ××−×=Φ βα          (5) 

)1( IQ
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⋅−⋅Φ

=
γ

γ          (6) 

ここに，Φ:着目部材の耐力低減係数,BR:着目部

材の耐力比(BR=Ua／Ud),Ua:実耐力,Ud:設計耐力,

αR:評点により判定された劣化等級に応じて与

えられる値(表-3),VR:調査,点検結果の不確定性

により与える変動係数,βC:目標安全性指標,RF:

安全率,I:衝撃係数,Gn,QnγG,γQ:照査断面の死荷

重,活荷重および部分安全係数。 
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表-1 変状の種別ごとの基本値 Bi とその程度 K2i の判定基準 1) 

変状の程度 
変状の種類 Bi 

Ⅰ（K2i =0.5） Ⅱ（K2i =1.0） Ⅲ（K2i =1.5） Ⅳ（K2i =2.0） 
表面の微細なひび割れ,収縮,沈下,打継ぎ

に起因するひび割れ 
1 単一 

小さい 
数個 
小さい 

多少の 
はっきりした 

多くの 
はっきりした 

供用荷重による変形あるいは拘束を強い

られたことに起因するひび割れ 
3 単一 

0.5mm 以下 
数本 
0.5mm 以下 

単一 
0.5mm 以上 

数本 
0.5mm 以上 

物理的な損傷,浸食,衝突 1 

浸出物,ポップアウト 1 

I. 発生の初期段階で軽微とみなせるもの 
II. 部材の性能への影響は小さいが今後の進行によっては問題とな

るとみなせるもの 
III. 部材の性能への影響が高いとみなせるもの 
Ⅳ. 部材の性能への影響が重大であり危険とみなせるもの 

コンクリートを通じての漏水 2 Ⅰ.軽度・中間 Ⅱ.重度 
塩化物 0.4%以下のセメント 

Ⅲ.軽度・中間 Ⅳ.重度 
0.4%以上のセメント 

ひび割れ,ジョイント,埋設物からの漏水 2 同上 同上 
表面の濡れ 1 同上 同上 

鉄筋腐食による被覆不良 2 錆汁 
軽度 

錆汁 
重度 

スターラップ

上にひび割れ 
スターラップ上

に剥離 

鉄筋の腐食によるはく離・はく落 3 

I.隅角部の鉄筋あるいは PC 鋼材にそった明確なひび割れ 
II.他の鉄筋あるいは PC 鋼材に沿った明確なひび割れ,隅角部に沿っ

た軸方向の幅の広いひび割れ，あるいは鋼材の露出 
III.他の鉄筋や PC 鋼材に沿った幅の広いひび割れや鋼材の露出 
Ⅳ.断面欠損や表面のはく離・はく落 

注）本論で取り上げた変状の種類のみ抜粋した。 

 

表-2 K3i－変状の発生範囲に関する一般的な基準 1) 

基    準 K3i 
変状は同じ部材では単一の狭い部分である 0.5 
変状は同じ部材では数カ所（例えば 1/4 以下）現れている 1.0 
変状は同じ部材の多くの部分（例えば 1/4～3/4）に現れている 1.5 
変状は同じ部材のほぼ全面（例えば 3/4 以上）に現れている 2.0 

 

表-3 劣化等級と Rc，αR
 1) 

劣化等級 状態の説明，対策の必要性 評点 Rc αR 
I 補修の必要はなく通常の維持管理が必要 0～5 0.3 

II 軽度の劣化，適当な時に修繕をしなければ長期間の後には供用性，耐久性を損なう原因とな

る可能性がある。劣化の発生状況は低予算で通常の維持管理の一部として修繕できる程度。 
3～10 0.4 

III 中程度の劣化，供用性，耐久性を損なう原因となりうるが，まだ構造物の使用に対する制限

の必要はない。補修は短期間のうちに必要となる。 
7～15 0.5 

IV 重大な劣化，供用性や耐久性が低下しているが，直ちに使用制限する必要はない。 
直ちに補修を行い設計上の供用性と耐久性を確保する必要がある。 

12～25 0.6 

V とても重大な劣化，直ちに使用を制限する必要がある，変状の発生している部材を仮受けす

るなどして保護する。直ちに構造物の補修および耐力低下分に相当する補強が必要。 
22～35 0.7 

VI 限界の劣化，早急に構造物の仮受けを行い，大幅に使用制限する必要がある（例えば橋梁を

通行止めにする）。早急に広範囲の補修が必要，コスト比較の結果によっては再構築。 
30 以上 － 

 

   

 

主鉄筋方向のひび割れ 

スラーラップ上にひび割れ 

梁端部 

梁中央部 

 
写真-1，図-2 加速期後期の塩害劣化事例 

-1807-



   

 

����������������������������������������
����������������������������������������
����������������������������������������

��������������
���������

ひび割れ 

浸出物 

着水跡 

梁端部 

梁中央部 

 

写真-2，図-3 劣化期の塩害劣化事例 

 

表-4 評点法試算結果 
(1)加速期後期 (2)劣化期 

変状の種類 Bi K1i K2i K3i K4i K1i K2i K3i K4i 
表面の微細なひび割れ,収縮,沈下,打
継ぎに起因するひび割れ 1 － － － － 
供用荷重による変形あるいは拘束を

強いられたことに起因するひび割れ 3 － － － － 
物理的な損傷,浸食,衝突 1 － － － － 
浸出物,ポップアウト 1 － － 0.5 0.5+0.5 
コンクリートを通じての漏水 2 － － － － 
ひび割れ ,ジョイント ,埋設物からの

漏水 2 － － － － 
表面の濡れ 1 － － － － 
鉄筋腐食による被覆不良 2 1.5 1.0 1.5 1.5+0.5 
鉄筋の腐食によるはく離・はく落 3 

1.0 

0.5 1.5+0.5 

1.0 1.0 

0.5 2.0+0.0 

1.0 

評点試算結果 
Mm(1)=3.0+3.0=6.0,Mm,ref(1)=64 
Rc(1)=6.0／64×100=9.4% 

Mm(2)=0.5+6.0+3.0=9.5,Mm,ref(2)=64 
Rc(2)=9.5／64×100=14.8% 

 

4. 評点の試算 

4.1 評価テーブルの一部改良 

簡易性能評価手法として評点法を適用する場

合，変状発生部位が性能に与える影響について

も考慮する必要がある。例えば，梁部材の曲げ

に着目した評価では，大きな曲げモーメントの

作用する場所の方が他の場所に発生している変

状よりも性能に与える影響は大きいと考えられ

る。本論では評価テーブルに一部改良を加え，

発生部位に関する重みを変状の発生範囲に関す

る因子 K3i に持たせ，変状発生箇所が部材の性

能に与える影響の大きい場所である場合には，

2.0 を超えない範囲で K3i の評価値を 1 ランク

（+0.5）上げ，その影響を考慮することとした。 

4.2 試算方法 

コンクリート標準示方書［維持管理編］制定

資料 4)に掲載されている加速期後期および劣化

期の塩害劣化事例写真より，以下の仮定に基づ

き日常・定期点検を想定した評点 RC を試算した。 

・ 写真は RC 上部工梁部の劣化状況とし，曲

げモーメントに関する簡易性能評価を想定

した。 

・ 写真では一部分の状態しか確認できないが,

梁全長の半分,半面（梁全体の 1/4）の変状状

況とみなし,写真に見られる変状が全体的に

及んでいるとした。 
・ 式(2)の参照値 Mm.ref の定義は発生しうる全

ての変状に関する合計 1)であるが,構造物の

環境条件等は不明のため,表-1 に示すもの

のみ考慮した。 

・ 梁部材に対する検討のため，部材の重要度

に関する因子 K1i および対策の緊急性に関

する因子 K4i はすべて K1i=K4i =1 とした。 

写真-1，図-2 に加速期後期，写真-2，図-3

に劣化期の塩害劣化事例を，また，表-4 に評点

試算結果，表-5 に評点による劣化等級を示す。 
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表-5 評点法試算結果と劣化等級         表-6 αR，βc，VR試算結果 

劣 化 
過 程 

評 点 
RC  (%) 

劣化等級 
(表-3 参照) 

  評点 
Rc(%) 

αR 
式(7) U βc･VR βc VR 

 2.3 0.118 (1)加速期 
後期 9.4 II 又は III  

(1)加速期 
後期 9.4 0.47 0.88 0.272 4.3 0.063 

 2.3 0.216 (2)劣化期 14.8 III 又は IV  (2)劣化期 14.8 0.55 0.76 0.497 4.3 0.115 
 

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0 10 20 30 40

Rc

α R

αRを与えるRcの幅(表-3)

各αRにおけるRcの中央値

近似曲線（式(7)）

 
図-4 Rc の範囲とαR の近似曲線    図-5 Φ･Ud の再計算結果およびβc による安全率 

 

評価された劣化等級の状態(表-3)はコンクリー

ト標準示方書［維持管理編］における外観上の

劣化グレードの定義 2)と大過ない結果となった。 

 

5. 詳細劣化予測結果との比較による簡易

性能評価パラメータの検討 

評点 Rc より得られる簡易性能評価結果と別

途，塩害劣化 RC 構造物において実施された点

検結果および鉄筋腐食減量を考慮した RC 梁供

試体の曲げ破壊試験結果 5)を比較し，Rc により

与えられるαR，VR の傾向と耐力低減係数Φの

算定パラメータの与え方について検討した。 
5.1 αR 算定式の提案 

αRの値は表-3に示される評点 Rcに応じた劣

化等級により与えられるが，各劣化等級におけ

る Rc の範囲が重複しており，簡易性能評価を行

う際には，1 つの Rc に対して 2 つのαR あるい

は，Φの与えられる場合がある。しかし，性能

評価の観点からは RcとαR は 1 対 1 の関係にあ

る方が望ましい。このため，図-4 に示すように

各劣化等級における評点 Rc の範囲の中央値と

αR を最小二乗法により累乗近似し，式(7)に示

すαR 算定式とした。 

   353.0214.0 cR R=α          (7) 

5.2 耐力低減係数Φの算定パラメータの妥

当性の検討 

評点より求まる簡易性能評価結果としてΦ

Ud と鉄筋腐食減量率を考慮した RC 梁供試体の

曲げ耐力低下を比較し，Φ算定パラメータの傾

向を検討した。一般に鉄筋の腐食減量とひび割

れ幅およびひび割れパターン（はく離ひび割れ，

鉄筋軸ひび割れ）はかぶりや鉄筋径により異な

る 6),7)ため，比較対象として十分とは言い難い

が，構造物の外観上の劣化グレードと劣化の状

態あるいは標準的な性能低下の定義 1)を逸脱し

ない範囲で以下の条件を仮定した。 
・ 簡易性能評価結果（耐力ΦUd）と RC 梁の

実験結果（耐力 U）は同構造物の曲げ耐力

に関するものとし，その健全時の曲げ耐力

をΦUd=U=1.0 とした。 
・ 実 RC 部材の点検結果において，加速期と

劣化期の境界として設定されている，コン

クリート片が落下する限界の箇所の鉄筋腐

食減量率の実測平均値 11.8％5)より，写真-1，

図-2 の加速期後期の事例における鉄筋腐食

減量率を 10%と仮定した。また，このとき
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の耐力を鉄筋腐食減量率 10%に対する実験

値より 0.885)と仮定した。 
・ 写真-2，図-3 の劣化期の事例では加速期後

期の事例に比べ，ひび割れの増加や部分的

なはく離は発生しているが，かぶり部分の

大きなはく離やはく落は見られないため，

劣化期の比較的初期の段階と考えられるこ

とから，鉄筋腐食減量率を 20%と仮定した。

また，このときの耐力を鉄筋腐食減量率

20%に対する実験値より 0.765)と仮定した。 
表-6 に式(5)，式(7)より求められたαR，βc，

VR についてまとめた。ただし，βc は ISO／

CD13822 構造物設計規準－既存構造物の評価

における終局限界状態に対する目標安全指標の

範囲(2.3～4.3)8)の定数とした。表-6 より， VR

は加速期後期より劣化期のほうが大きいことが

わかる。これは点検結果の不確定性は一定では

なく，構造物の外観変状の程度が大きい程大き

な値となるよう設定される必要を意味している

が，現状では点検結果の不確定性に影響を及ぼ

す主要因の一つである，外観変状の程度と VR 
の関係を設定することは難しく，今後の研究に

よるところが大きい。しかし，図-4，表-6 より，

αR，VR はともに評点 Rc に応じて増加する関係

にあるため，Rc により与えられる値を点検結果

の不確定性も含めたβc=2.3 のときのαR･VR で

評価することでβc に応じた耐力の低減を評価

できる可能性があると考えられる。βc=2.3 と

したときの Rc とαR･VR との最小二乗近似式を

式（8）に示す。ただし，今回は 2 ケースの試算

結果しかないため，近似関数は直線とし，Rc=0.0
（変状無し）の点検結果にはばらつきはないと

みなし，近似直線の切片は 0 とした。 
   cRR RV 0079.0=⋅α  （βc=2.3）    (8) 
また，重要構造物のΦUd を評価する際，式(5)

に対し，より大きなβc を適用することで，構

造物の重要度を考慮した評価となり，βc=4.3

の場合には，βc=2.3 に対して 4.3／2.3≒1.87 の

安全率を考慮することを意味する。式(5)，式(8)

によるΦ･Ud の再計算結果およびβc による安

全側の評価のイメージを図-5 に示す。 
 

6. まとめ 

構造物の日常･定期点検結果に基づく簡易性

能評価手法の開発を目的として，外観変状の発

生部位が耐荷力に与える影響の評点への反映方

法を改良し，評点の試算，および別途行われた

実構造物の点検結果および RC 梁供試体の曲げ

破壊試験結果を参考に簡易性能評価における耐

力低減係数算定パラメータの傾向を比較検討し，

評点から与えられる性能評価パラメータをαR･

VR で表す提案を行った。しかし，現時点では多

くの仮定のもとで数ケースの試算をおこなった

段階であり，今後は妥当性の検討および精度向

上のため，実構造物でのデータも含めた多くの

事例について検討を進めていく予定である。 
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